

























































1984 3,936 3,333 （84.7） 604 （15.3） 440 （11.2） 164 （4.2） － －
85 3,999 3,343 （83.6） 655 （16.4） 499 （12.5） 156 （3.9） － －
86 4,056 3,383 （83.4） 673 （16.6） 523 （12.9） 150 （3.7） － －
87 4,048 3,337 （82.4） 711 （17.6） 561 （13.9） 150 （3.7） － －
88 4,132 3,377 （81.7） 755 （18.3） 599 （14.5） 156 （3.8） － －
89 4,269 3,452 （80.9） 817 （19.1） 656 （15.4） 161 （3.8） － －
90 4,369 3,488 （79.8） 881 （20.2） 710 （16.3） 171 （3.9） － －
91 4,536 3,639 （80.2） 897 （19.8） 734 （16.2） 163 （3.6） － －
92 4,664 3,705 （79.4） 958 （20.5） 782 （16.8） 176 （3.8） － －
93 4,743 3,756 （79.2） 986 （20.8） 801 （16.9） 185 （3.9） － －
94 4,776 3,805 （79.7） 971 （20.3） 800 （16.8） 171 （3.6） － －
95 4,780 3,779 （79.1） 1,001 （20.9） 825 （17.3） 176 （3.7） － －
96 4,843 3,800 （78.5） 1,043 （21.5） 870 （18.0） 173 （3.6） － －
97 4,963 3,812 （76.8） 1,152 （23.2） 945 （19.0） 207 （4.2） － －
98 4,967 3,794 （76.4） 1,173 （23.6） 986 （19.9） 187 （3.8） － －
99 4,913 3,688 （75.1） 1,225 （24.9） 1,024 （20.8） 201 （4.1） － －
2000 4,903 3,630 （74.0） 1,273 （26.0） 1,078 （22.0） 194 （4.0） 33 （0.7）
01 4,999 3,640 （72.8） 1,360 （27.2） 1,152 （23.0） 208 （4.2） 45 （0.9）
02 4,891 3,486 （71.3） 1,406 （28.7） 1,023 （20.9） 383 （7.8） 39 （0.8）
03 4,941 3,444 （69.7） 1,496 （30.3） 1,092 （22.1） 404 （8.2） 46 （0.9）
04 4,934 3,380 （68.5） 1,555 （31.5） 1,106 （22.4） 449 （9.1） 62 （1.3）
05 4,923 3,333 （67.7） 1,591 （32.3） 1,095 （22.2） 496 （10.1） 95 （1.9）
06 5,002 3,340 （66.8） 1,663 （33.2） 1,121 （22.4） 542 （10.8） 121 （2.4）
07 5,120 3,393 （66.3） 1,726 （33.7） 1,165 （22.8） 561 （11.0） 121 （2.4）
08 5,108 3,371 （66.0） 1,737 （34.0） 1,143 （22.4） 594 （11.6） 145 （2.8）
09 5,086 3,386 （66.6） 1,699 （33.4） 1,132 （22.3） 567 （11.1） 116 （2.3）
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背景には
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、技術革新を活かした付加価値生産性の上昇もあるが
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、非正規雇用者
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を活用し
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、コストを抑制するとともに柔軟な生産体制を構築したことも大きく
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貢献したものと考えられる
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業能力開発の機会が十分に与えられていないためそうした能力の形成も進みに
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ることが懸念される
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。
③（今後の雇用政策の課題）その１つは、誰もが安心して働くことができる
労働環境を整備していくことである。労働者の働き方の多様化のもとで公正な
処遇を確保し、誰もが安心して働くことができるように有期労働契約をめぐる
ルールの明確化、パート労働者の正規雇用との均衡ある処遇、および社会保険
の適用拡大など就労形態間の処遇の均衡確保に向け、法的整備を含めた取り組
みを一層推進していくことが求められる。企業に対しては、非正規雇用者の正
規雇用への転換制度や短時間正社員制度の導入、働きに見合った非正規雇用者
の処遇の確保、非正規雇用者における職業能力開発機会の充実などに向けた働
きかけを行うことによって労働者の意欲に積極的に応えていくとともに、賃金
コストの削減のみを目的とするような安易な非正規雇用の活用を是正していく
ことも重要である。２つは、就労形態が多様化し、働き方の違いによって労働
者間の賃金格差が拡大していく事態が予想されるので、この賃金格差が固定化
することのないよう労働者のキャリアの形成をより一層充実させていくことが
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重要である。今後、職業能力評価システムを充実させていけば、そこにおける
賃金格差は労働者の職業能力水準の格差を示すこととなるものであり、仕事に
取り組む意欲を継続的に引き出していくためにも、職業能力開発を充実させて
いくことがますます重要となるのである。今後の課題の３つは、非正規雇用か
ら正規雇用に移行することが困難であったり、あるいは就労への意欲をもつこ
とができないでいる若年層に対して、これらの人々が職業的自立を達成するこ
とができるよう社会的に支援しいくことである。企業においては、学歴にとら
われない人物本位の採用姿勢が広がっていくようフリーターやボランティアの
経験を企業の採用評価に反映させる仕組みを整備したり、新規学卒者にとらわ
れない、いわゆる複線型採用の導入や採用年齢の引き上げなど、わが国企業の
採用・人事制度の柔軟化に向けて法的整備も含め企業への働きかけを強めてい
くことも求められるのである（16）。
　次に、2008年の第170国会において提案の『期間の定めのある労働契約の規
制等のための労働契約法の一部を改正する法律案』（民主党・社会民主党・国
民新党の共同提出）を取り上げておきたい（17）。この法律案は同年12月19日参
議院で可決されたものの同月24日衆議院で否決、廃案となったものであるが、
有期労働契約が内包する問題を直視し、この契約を締結できる事由を臨時的ま
たは一時的な業務など「正当な」理由がある場合に限定するとともに、有期契
約労働者やパートタイム労働者に対して、賃金その他の労働条件について合理
的理由がある場合でなければ通常の労働者との間の差別的取扱いを禁止するこ
とを主要な内容としたところに特徴がある。とくに、その第16条の２は有期労
働契約の締結事由を限定して、次のように規定する。
（16）（独）労働政策研究・研修機構（編）『日本の企業と雇用（長期雇用と成果主義のゆくえ）』
（（独）労働政策研究・研修機構、2007年）は、その第４章において非正規労働者問題につ
いて検討をくわえた後、非正規労働者に対する成果主義的処遇導入、およびキャリア形
成の機会を確保することが重要であるとする（258～260頁）。
（17）社団法人関西経済連合会『非正規雇用問題に関する労働政策の方向性についての
提言―有期労働契約を中心に―』（2011年）＜参考資料２＞より。http://www.
kankeiren.or.jp/material/pdf/2009/110315ikenshohiseikikoyou/pdf　
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［有期労働契約の締結事由等］
第16条の２　使用者は、次の各号に掲げる場合に限り、当該各号に定める期間
を上限として、期間の定めのある労働契約（以下「有期労働契約」という。）
を締結することができる。
　　一 　臨時的又は一時的な業務に使用するため労働者を雇い入れる場合　当
該業務の存続期間であって３年を超えない期間
　　二 　休業又は欠勤する労働者に代替する労働者を雇い入れる場合　当該休
業又は欠勤の期間
　　三 　一定の期間内に完了することが予定されている事業に使用するため労
働者を雇い入れる場合　当該事業の完了に必要な期間
　　四 　専門的な知識、技術又は経験（以下「専門的知識等」という。）であっ
て高度のものとして厚生労働大臣が定める基準に該当する専門的知識等
を有する労働者（当該高度の専門的知識等を必要とする業務に就く者に
限る。）を雇い入れる場合　５年
　　五 　満60歳以上の労働者を雇い入れる場合　５年
　　六 　労働者がその都合により当該有期労働契約に期間満了後に退職するこ
とが明らかな場合等相当な理由に基づいて、労働者が期間の定めをする
ことを求められた場合　３年
　　七 　法令上特に認められた場合　当該法令により認められた期間
　　八 　前各号に掲げるもののほか、有期労働契約を締結することに正当な理
由があるものとして厚生労働省令で定める事由に該当する場合　３年
　
最後に、厚生労働省の労働政策審議会（労働条件分科会）による建議『有期
労働契約の在り方について』（18）（2011年12月26日）を取り上げておきたい。同
（18）See;http://www.mhlw.go.jp/houdou/2r9852000001z0zl-att/2r9852000001z112.pdf 
なお、同建議は労働条件分科会『有期労働契約に関する論議の中間的な整理について』
（2011・８・３）を経て行われたものである。
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審議会は以下の諸点（６点目、７点目の指摘は略す。）を指摘するとともに、
厚生労働省に対して労働契約法の改正をはじめ所要の措置を講ずるよう要請し
ている。本建議の焦点は、反復更新された有期労働契約の期間が通算して一定
の上限に達する場合、期間の定めのない労働契約に転換する仕組みを導入し、
あわせてこれとの関連で「通算されないこととなる期間」（クーリング期間）
を設けることを提案しているところである。
①（有期労働契約の締結への対応）有期労働契約は合理的な理由がない場合
（例外事由に該当しない場合）には締結できないとする仕組みとすることにつ
いては、例外業務の範囲をめぐる紛争多発への懸念や、雇用機会の減少の懸念
等を踏まえ、措置を講ずべきとの結論には至らなかった。②（有期労働契約の
長期にわたる反復・継続への対応）有期労働契約が、同一の労働者と使用者と
の間で５年（以下「利用可能期間」という。）を超えて反復更新された場合に
は、労働者の申出により、期間の定めのない労働契約に転換させる仕組みを導
入することが適当である。この場合、同一の労働者と使用者の間で、一定期間
をおいて有期労働契約が再度締結された場合、反復更新された有期労働契約の
期間の算定において、従前の有期労働契約と通算されないこととなる期間（以
下「クーリング期間」という。）を定めることとし、クーリング期間は、６月
（通算の対象となる有期労働契約の期間（複数ある場合にあっては、その合計）
が１年未満の場合にあっては、その２分の１に相当する期間）とすることが適
当である。③（「雇止め法理」の法定化）有期労働契約があたかも無期労働契
約と実質的に異ならない状態で存在している、又は労働者においてその期間満
了後も雇用関係が継続されるものと期待することに合理性が認められる場合に
は、客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当であると認められない雇止め
については、当該契約が更新されたものとして扱うものとした判例法理（いわ
ゆる「雇止め法理」）について、これをより認識可能性の高いルールとするこ
とにより、紛争を防止するためその内容を制定法化し明確化を図ることが適当
である。④（期間の定めを理由とする不合理な処遇の解消）有期契約労働者の
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公正な処遇の実現に資するため、有期労働契約の内容である労働条件について
は、職務の内容や配置の変更の範囲等を考慮して、期間の定めを理由とする不
合理なものと認められるものであってはならないこととすることが適当であ
る。⑤（契約更新の判断基準）有期労働契約の継続・終了に係る予測可能性と
納得性を高め、もって紛争の防止に資するため、契約更新の判断基準は、労働
基準法第15条第１項後段の規定による明示をすることとすることが適当であ
る。
（ハ）周知のように、2010年６月18日『新成長戦略』が閣議決定されたこと
に伴い、厚生労働省は『厚生労働分野における新成長戦略について』（19）を発
表した。そのなかで雇用の「量」の拡大と「質」の向上を図り、誰もが性や年齢、
障がいの有無、地域の違いにかかわらず意欲と能力を発揮し安心して雇用・社
会活動に参加できる「活力のある」・「高度な労働市場」を築く必要があるとい
う問題意識にたって、今後における具体的な雇用・人事戦略の一環として、と
くに若年の労働者・フリーター（20歳～34歳）についてその就業率を現在の
73.6％から2020年に77％まで上昇させる――その結果、若者フリーターは217
万人から124万人に減少させる――ことによって雇用の「量」を改善すると同
時に、雇用の「質」の向上を図るために若年層の占める割合が高くなってしまっ
た非正規労働者層の “正規雇用化” を積極的に推進するという政策目標を掲げ
た。
いうまでもなく、雇用者全体のなかで非正規雇用者が30％を超えるまでに
なった状況をどのように改善するかは重要な課題であり、紹介した上記３つの
報告・法律案はそのいずれもこのテーマと正面から取り組んだものである。以
下（本稿３（２））において、これらを手掛かりに論議を深めることにしたい。
（19）http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r985200000077m9-img/2r985200000077t9.pdf
